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日本 NPO 学会会則 改正案 

 

改正案 現行 改正理由 

第 11 条（臨時総会） 

次の各号のいずれかに該当

する場合に臨時総会を開催

する。 

（1）理事会が必要と認めた

とき。 

（2）正会員の 5 分の 1 以上

から会議の⽬的を記載した

書⾯又は電磁的方法（理事

会で別に定める方法をい

う。以下同じ。）によって開

催の請求があったとき。 

（3）第１７条第５項２号の

規定に基づき監事より書⾯

又は電磁的方法によって開

催の請求があったとき 

第 11 条（臨時総会） 

次の各号のいずれかに該当

する場合に臨時総会を開催

する。 

（1）理事会が必要と認めた

とき。 

（2）正会員の 5 分の 1 以上

から会議の⽬的を記載した

書⾯によって開催の請求が

あったとき。 

（3）第１７条第５項２号の

規定に基づき監事より開催

の請求があったとき 

臨時総会の招集請求に関す

る第 11 条（２）及び（３）

は、電磁的方法による請求

でも可能なように追加す

る。なお、本条以下で定める

「電磁的方法」については、

別に理事会で定める細則に

よるものとする。 

第 12 条（総会の招集） 

1 総会は、会⻑が招集する。 

2 前条 2 号又は 3 号により招

集の請求があった場合は、会

⻑はその⽇から 50 ⽇以内に

臨時総会を開催しなければな

らない。 

３ 総会を招集するときは、⽇

時、場所、審議事項を記載し

た書⾯又は電磁的方法をもっ

て、少なくとも 20⽇前までに

通知しなければならない。 

第 12条（総会の招集） 

1 総会は、会⻑が招集する。 

2 前条 2 号又は 3 号により招

集の請求があった場合は、会

⻑はその⽇から 50 ⽇以内に

臨時総会を開催しなければな

らない。 

３ 総会を招集するときは、

⽇時、場所、審議事項を記載

した書⾯をもって、少なく

とも 20⽇前までに通知しな

ければならない。 

3 項において、書⾯での招集

だけではなくて電磁的方法

での招集も可能とする。 

なお、総会開催は全員が

WEB上で双方向のやり取り

が可能な状態下であれば開

催し決議が可能である。こ

れは解釈上可能とされてい

るため、定款での明記は行

わないものとする。 

第 15 条（議事録） 

総会の議事については、議事

録を作成し、議⻑及び総会に

おいて選定された議事録署名

⼈２名の合計３名が記名押印

する。 

第 15 条（議事録） 

総会の議事については、議事

録を作成し、議⻑及び総会に

おいて選定された議事録署名

⼈２名の合計３名が記名捺印

する。 

第 26 条の理事会議事録で

は、「記名押印」となってい

て齟齬が生じているため

「記名押印」で統一する。 
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第 19 条（解任） 

 

第 19 条（役員の任期） 

 

第 19条は役員の解任につい

て定め、第 20 条は顧問につ

いて定めたものであり、そ

れぞれの表題の「役員の任

期」「解任」は誤記と解され

るが、念のため会則変更手

続にて表題の修正を行うも

のとする。 

第 20条（顧問） 

 

第 20条（解任） 

 

第 24 条（開催） 

1  理事会は、会⻑が必要と

認めたときに、書⾯又は電磁

的方法により招集して開催す

る。 

２ 理事総数の 5 分の 1以上

の理事から、会⻑に対して会

議の⽬的を記載した書⾯又は

電磁的方法によって開催の請

求があったときは、会⻑は理

事会を招集しなければならな

い。 

３ 第１７条第５項第３号の

規定に基づき監事から会議の

⽬的を記載した書⾯又は電磁

的方法によって開催の請求が

あったとき、会⻑は理事会を

招集しなければならない。 

４ 前２項の規定による請求

があった⽇から７⽇以内に、

その請求があった⽇から 2 週

間以内の⽇を理事会の⽇とす

る理事会の招集の通知が発せ

られない場合には、その請求

をした理事又は監事は、理事

会を招集することができる。 

５ 前項による場合の招集通

知の方法は第 1 項の規定を準

用する。 

第 24 条（開催） 

1 理事会は、会⻑が必要と

認めたとき又は理事総数の 

5 分の 1 以上の理事から会

議の⽬的を記載した書⾯に

よって開催の請求があった

ときに、会⻑又は請求した

理事が招集して開催する。 

 

 

 

 

2 第１７条第５項第３号の

規定に基づき監事から会議

の⽬的を記載した書⾯によ

って開催の請求があったと

き、会⻑は理事会を招集し

なければならない。 

理事会の招集方法につい

て、書⾯に加えて電磁的方

法を追加するもの。これに

合わせて、条文の整理を行

うものとする。 

・1 項と 2 項を分離する。 

・2項の開催請求は電磁的方

法でも可能なことを明記す

る。 

 

 

 

・３項の開催請求は電磁的

方法でも可能なことを明記

する。 

 

 

 

・４項に、２項、３項での請

求に対して会⻑が招集をし

ない場合の規定を整理して

規定する。 

 

 

 

・５項に、2 項 3 項による招

集通知も電磁的方法で行う

ことが可能であることを明

記する。 
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第 27 条（電⼦メール等による

決議） 

1 会⻑が、理事会において審

議決定すべき議案で、かつ早

急な理事会の招集が困難と判

断した場合、理事及び監事全

員が参加するメーリングリス

トその他理事及び監事全員が

同時に意⾒を表明できる方法

（以下、本条において「電⼦

メール等」という）によって

会⻑が議案を上程し、審議す

ることができる。 

2 電⼦メール等による理事会

決議に関して必要な細則は、

理事会において別に定める。 

第 27 条（電⼦メール等による

決議） 

1 会⻑が、理事会において審

議決定すべき議案で、かつ早

急な理事会の招集が困難と判

断した場合、理事及び監事全

員が参加するメーリングリス

トその他理事及び監事全員が

同時に意⾒を表明できる方法

（以下「電⼦メール等」とい

う）によって会⻑が議案を上

程し、審議することができる。 

2 電⼦メール等による理事会

決議に関して必要な細則は、

理事会において別に定める。 

 

他の条文で定める電磁的方

法と、本条で用いる電⼦メ

ール等とが混在するため、

ここでは、「本条において」

と限定する。 

第 30 条（事業報告書及び決

算） 

会⻑は、毎事業年度終了後 3 

箇⽉以内に、事業報告書、貸

借対照表、活動計算書を作

成し、監事の監査を経て、総

会の承認を得なければなら

ない。 

第 30 条（事業報告書及び決

算） 

会⻑は、毎事業年度終了後 3 

箇⽉以内に、事業報告書、貸

借対照表、収⽀計算書を作

成し、監事の監査を経て、総

会の承認を得なければなら

ない。 

前回総会において、監事か

ら現行の NPO 法⼈会計基

準に合わせて「収⽀計算書」

を「活動計算書」に修正すべ

きとの指摘を受けたため、

用語の修正を行うものとす

る。 

付則 

1 この改正会則は、2017 年 

3 年 26 ⽇から施行する。 

２  この改正会則は、2020 

年  11 ⽉●⽇から施行す

る。 

付則 

1 この改正会則は、2017 年 

3 年 26 ⽇から施行する。 

総会決議の⽇から施行する

ものとする。 

 

以 上 


